
平成２５年度　政府予算案（大阪府都市整備部関係）の決定内容
平成25年2月21日
大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	分権型・分散型の国の形への転換
１．地方の裁量による都市基盤整備の推進

　・社会資本整備総合交付金・地域自主戦略交付金の制度改善と必要額の確保
２．国出先機関の移管に向けた支援

　・近畿地方整備局の関西広域連合への丸ごと移管に向けた支援

	◆概算要求の状況　国土交通省
　・社会資本整備総合交付金（通常分）
　　　　　　　　　〔全〕１兆5,056億円

　　　　　（H24：〔全〕１兆4,395億円）

　・社会資本整備総合交付金（全国防災枠）
　　　　　　　　　　　 〔全〕2,041億円

　　　　　　　 （H24：〔全〕1,462億円）
　・地域自主戦略交付金　 〔全〕 ― 億円
　　　　　　　（H24：〔全〕５,282億円）

	社会資本総合整備交付金等
　　　　　　　　 〔全〕1兆9,594億円

　うち社会資本整備総合交付金（通常分）
　　　　　　　　　　 〔全〕９,031億円

　うち社会資本整備総合交付金
　（全国防災枠）　　　 〔全〕103億円

　うち防災・安全交付金（新設）

　　　　　　　　　 〔全〕1兆460億円

	

	
	◆予算項目以外の状況

　・「地域自主戦略交付金」の廃止に伴い、「社会資本総合整備交付金」等へ５,157億円
が移行
　・「命と暮らしを守るインフラ再構築」、「生活空間の安全確保」を集中的に支援する
ため「防災・安全交付金」を新設
　・広域的実施体制（広域連合への丸ごと移管）の実施のための関係法案を閣議決定した
が、法案審議には至っていない

	

	大都市圏の成長を通じた日本の再生

１．都市圏高速道路等の一体的運営構想の実現

　・新たな利用しやすい料金体系の実現

	◆予算項目以外の状況

　・現在、「国と地方の検討会」等において具体的な検討を進めている
　・国は、H24.11月に今後の高速道路のあり方について国土幹線道路部会に諮問し、現在検討中
　・淀川左岸線延伸部については、大阪市、国交省とともに、H25.1月に環境影響評価の手続きに着手
　・引き続き、「国と地方の検討会」において検討を進めるとともに、まずは利用者の視点に立った料金体系の実現、さらに地域自らが必要な道路整備を行える新たな仕組みづくりに向け、国に対し必要な法制度改正を働きかけるなど、関係団体とともに精力的に取り組む

	

	２．高速道路等の整備推進

　・新名神高速道路（全線早期整備）、大阪都市再生環状道路（大和川線等）等の整備推進
	◆概算要求の状況　国土交通省
○大阪都市再生環状道路（大和川線等）等

阪神高速道路（株）高速道路建設事業費

　　　　　　　　　　　　〔事〕470億円

　　　　　　　　（Ｈ24：〔事〕331億円）

　※同社の国に対する予算要求状況

	　　　　　　　　　 〔国〕金額明記なし

	

	３．関空へのアクセス改善に対する支援

　・なにわ筋線の都市鉄道調査や関空リニア調査（仮称）を踏まえた最適案の絞り込みと早期事業化


	◆予算項目以外の状況

　・H24年度は、国による関空リニアなど高速アクセスの効果等に関する調査を、H23年度より引き続いて実施。H25年度以降の検討の取り扱いについては現在調整中
　・アクセス改善は関空が国際拠点空港として発展するための重要な鍵であり、事業の具体化が図られるよう国に働きかけていく

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	４．国際コンテナ戦略港湾阪神港の機能強化

　・特区に係る規制緩和等

　・大阪湾諸港の港湾管理一元化に係る関係者間協議への必要な助言等

	◆概算要求の状況　国土交通省
○国際コンテナ戦略港湾（阪神港、京浜港）の機能強化　　　　　　〔国〕437億円

　　　　　　　　（Ｈ24：〔国〕366億円）

　　　　　　　　うち公共〔国〕414億円
　　　　　　　　（Ｈ24：〔国〕336億円）
　　　　　　　　　　非公共〔国〕23億円

　　　　　　　　 （Ｈ24：〔国〕30億円）

	　　　　　　　　　　　 〔国〕400億円


	

	
	◆予算項目以外の状況

　・国際コンテナ戦略港湾等の港湾運営会社が取得した荷さばき施設等に係る課税標準の特例措置＜延長＞

　　⇒国際戦略港湾；固定資産税・都市計画税の課税標準1/2（取得後10年）
　・指定保税地域の指定対象の拡充（港湾運営会社が所有し、又は管理する施設等）＜拡充＞

	

	大震災等への対応

１．東日本大震災を踏まえた対応

　・南海トラフ巨大地震・津波対策への財源
措置

２．災害リスクを共有する減災のまちづくりの実現

　・直轄河川の災害リスク共有の推進、土砂
災害防止法に基づく基礎調査への支援措置

　・市町村と連携した浸水対策支援、計画
高水位以上の堤防等の機能強化に対する
財源措置

　・老朽化護岸など河川管理施設の機能確保に対する財源措置


	◆概算要求の状況　国土交通省【再掲】
　・社会資本整備総合交付金（通常分）
　　　　　　　　　〔全〕１兆5,056億円

　　　　　（H24：〔全〕１兆4,395億円）

　・社会資本整備総合交付金（全国防災枠）

　　　　　　　　　　　 〔全〕2,041億円

　　　　　　　 （H24：〔全〕1,462億円）
　・地域自主戦略交付金　 〔全〕 ― 億円

　　　　　　　（H24：〔全〕５,282億円）

	社会資本総合整備交付金等

　　　　　　　　 〔全〕1兆9,594億円

　うち社会資本整備総合交付金（通常分）
　　　　　　　　　　 〔全〕９,031億円

　うち社会資本整備総合交付金

　（全国防災枠）　　　 〔全〕103億円

　うち防災・安全交付金（新設）

　　　　　　　　　 〔全〕1兆460億円

	

	都市経営の視点によるインフラ・マネジメントの推進

（１）都市基盤整備等の強化

１．都市基盤整備の推進等

２．戦略的な維持管理の推進

　・国庫補助採択基準の見直し


	◆概算要求の状況　国土交通省【再掲】
　・社会資本整備総合交付金（通常分）
　　　　　　　　　〔全〕１兆5,056億円

　　　　　（H24：〔全〕１兆4,395億円）

　・社会資本整備総合交付金（全国防災枠）

　　　　　　　　　　　 〔全〕2,041億円

　　　　　　　 （H24：〔全〕1,462億円）
　・地域自主戦略交付金　 〔全〕 ― 億円

　　　　　　　（H24：〔全〕５,282億円）

	社会資本総合整備交付金等

　　　　　　　　 〔全〕1兆9,594億円

　うち社会資本整備総合交付金（通常分）
　　　　　　　　　　 〔全〕９,031億円

　うち社会資本整備総合交付金

　（全国防災枠）　　　 〔全〕103億円

　うち防災・安全交付金（新設）

　　　　　　　　　 〔全〕1兆460億円

	

	（２）既存ストックを活用した魅力的なまち
づくり

１．下水道資源の活用による環境にやさしい
下水道システムの構築
２．みどりの風を感じる大都市・大阪の実現

　・生産緑地の指定要件の緩和

３．駅前再開発ビル等の活用による新たな都市
の魅力づくり

　・新たな市街地再開発制度の創設


	◆予算項目以外の状況

　・１（下水道）については、国と協議し、南部水みらいセンターにて買取制度に基づくメガソーラー事業に着手（H24.11月 事業者と契約）。H25年度は、北部及び中部水みらいセンターで同様の取組みを行う予定
　・２（みどりの風）及び３（市街地再開発）については、新たな制度創設には至っていないが、今後も国との協議を進めていく

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	都市基盤整備等の強化【個別要望事項】

◆道路・街路事業の推進

◆連続立体交差事業の推進

◆治水事業の推進

◆下水道事業の推進

◆防災公園事業の推進


	◆概算要求の状況　国土交通省【再掲】
　・社会資本整備総合交付金（通常分）
　　　　　　　　　〔全〕１兆5,056億円

　　　　　（H24：〔全〕１兆4,395億円）

　・社会資本整備総合交付金（全国防災枠）

　　　　　　　　　　　 〔全〕2,041億円

　　　　　　　 （H24：〔全〕1,462億円）
　・地域自主戦略交付金　 〔全〕 ― 億円

　　　　　　　（H24：〔全〕５,282億円）

	社会資本総合整備交付金等

　　　　　　　　 〔全〕1兆9,594億円

　うち社会資本整備総合交付金（通常分）
　　　　　　　　　　 〔全〕９,031億円

　うち社会資本整備総合交付金

　（全国防災枠）　　　 〔全〕103億円

　うち防災・安全交付金（新設）

　　　　　　　　　 〔全〕1兆460億円

	

	◆都市鉄道事業の推進等


	◆概算要求の状況　国土交通省
○都市鉄道事業の推進等（おおさか東線）

　・貨物鉄道の旅客線化 〔全〕15.48億円

　　　　　　　　　（H24：〔全〕9.5億円）

	　　　　　　　　　　　　　 〔全〕15.39億円


	

	◆港湾事業の推進


	◆概算要求の状況　国土交通省
○港湾整備事業

　・港湾事業　　　　　 〔全〕1,953億円

　　　　　　　 （H24：〔全〕1,818億円）


	　　　　　　　　　　　〔全〕1,731億円

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
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